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ユニバーサル・デザインを超えて，
快適性の先に

まえがき

『ディテール』本誌で「快適なトイレ」をテーマに特集（109号）をまとめてから20年の間，
トイレの特集は組まれていない。しかし，188号（2011年）で「トイレ設計を極める」，その5
年後の　208号（2016年）で「トイレ新時代」と，あまり間を置かずトイレの特集を組み，そ
のいずれもが好評を得た。これは最初に特集を組んでから25年の間にトイレをめぐる環境が
大きく変化しており，情報の更新が求められていたからであろう。188号と208号の特集はい
ずれも同じ視点から，その時代のトイレに関する問題点を整理している。本書はこの2回の特
集をベースに再編・増補したものである。

　25年の間に大きく変化したトイレをめぐる環境をあげてみよう。
　たとえば，多機能トイレ。アメリカで提唱されたユニバーサル・デザインが日本に入って
15年，バリアフリー新法や福祉のまちづくり条例などにより，ユニバーサル・デザインは日
本で独自の進化を遂げ，設計者にもバリアフリーへの深い理解が求められるようになった。バ
リアフリー法で運用されるトイレも実運用になってくると不具合が生じ，画一的な多機能トイ
レは，より目的に合ったさまざまな種類のトイレを設置する方向に変わってきている。プラン
ニングで著しい変化が見られたのは，トイレをより明るく，できるだけ自然光を入れること。
オフィスプランに顕著にあらわれているように，トイレに自然光の入る窓を設ける事例が徐々
に増えている。防災面では，東日本大震災を経てBCPの観点からも，停電時のトイレのあり
方が大きく様変わりした。公共空間においては，できるだけ混雑を避けたい，安全に使いたい
など利用者のトイレへの要求レベルは年々高まっている。加えて，機能的なトイレの性能だけ
でなく，今やトイレ空間は人々の交流や癒しの場として，さらには企業とのコラボレーション
スペース，アミューズメントスペースへと，新たなアクティピティを誘発する機能すら持つよ
うになってきている。208号刊行後の変化としては，LGBT（性の多様性／L：レズビアン・G：
ゲイ（同性愛），B：バイセクシュアル（両性愛），T：トランスジェンダー（性別越境者））の人々
にも快適に使えるトイレのあり方を考えた，設計者として新たな対応が求められている。
　これらのニーズに応えるにはどのような配慮が必要なのか。本誌では，トイレ設計で押えて
おきたい基本を第1章にまとめ，第2章では豊かで快適なトイレのあり方を多様な角度から読
み解き，豊富な事例とともに紹介する。
　本書が，ユニバーサル・デザインはもとより，快適性の先に何を目指してトイレの計画や設
計を進めていけばよいかを考える契機となれば幸いである。

2017年4月
田名網 雅人
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ユニバーサル・デザインの視点から見たトイレの変遷
川内美彦 （東洋大学　ライフデザイン学部 人間環境デザイン学科）

巻頭言

1. ユニバーサル・デザインの考え方
　ユニバーサル・デザイン（以下、UD）の定義にはいくつかあ
るが、ここでは以下のものを採る（文1）。
　　すべての人々に対し、その年齢や能力の違いに関わらず、
　　（大きな）改造をすることなく、また特殊なものでもなく、
　　可能な限り最大限に使いやすい製品や環境のデザイン。
　バリアフリーは60年代にアメリカで最初の規準が作られてか
ら世界に広がっていったが、その進展とともに、問題点も浮き
彫りとなった。バリアフリーは、障害のある人の社会参加を促
すための社会環境側からのアプローチだが、障害のある人の専
用、あるいは特別扱いの設備が設けられることにより、かえっ
て障害のある人の特別性を強調することになった。「写真1」のリ

フトは車いす使用者にとっては有効だが、他の人にとっては通
行の邪魔にしかならないものである。ノースカロライナでデザ
イン事務所を経営し、自らも車いす使用者であったロン・メイ
スは、障害のある人は平凡な一市民として、他の人と同じよう
に社会に参加したいのに、バリアフリーでは確かに使えるよう
にはなったが、「他の人と同じように」という目標から外れてし
まっていることに気づき、その反省からUDという考え方を提
唱し始めた。70年代後半から80年代にかけてのことである。
　UDは特別扱いなく、さまざまなニーズを持つ人が平等に参
加できる社会を目指そうというものだが、ということは社会に
あるさまざまなもの（建築、設備、製品等）やサービス──言い
方によってはハードとソフトといえるかも知れないが──が平
等に使えるということが重要になる。
　UDを実現するためには、大きくふたつの方法が考えられ

る。ひとつのデザインにできるだけ幅広いユーザーのニーズを
反映することと、選択肢を提供することである。前者は、さま
ざまなニーズを取り込んだあげくに、最大公約数的なものにな
り、結局多くの人に使えはするのだが誰も満足しない、という
ものになる場合がある。後者は複数のものから選択してもらう
わけだから、利用者の満足度は上がるかわりに、利用者がきち
んと選択できるような情報提供や、選択肢が展開できるだけの
場所や態勢が必要である。
　UDの考え方は、わが国では90年代中盤から広まり始め、
2005年には国土交通省が「ユニバーサルデザイン政策大綱」
を定めて、政策の大きな柱として位置づけている。

2. 初期のトイレ整備
　わが国のアクセシビリティ整備においては、その初期からト
イレが大きな要素であり、そこでは特に車いす使用者への対応
が考えられてきた。腰掛け式便器が一般にはまだ珍しかった
1960年代には、現在の車いす対応トイレの原型ができていたよ
うである。「文2」では「教育病院リハビリテーションセンターの
先駆的なものとして、東大病院のそれを考察する」として病院
内トイレの試行を報告しているが、そこには「便所：全般とし
て狭いセンター内に設けるのは他を圧縮することとなるが、身
障者用の右側・左側アプローチ用腰掛便所（手褶付）を設置し、
成功した」との記述がある。この一文からは、腰掛け式便器
で、手すりがついており、便器の左右からアプローチできるも
のであったことがわかる。また現在でも設計の実務で悩まされ
る、車いす対応であるがゆえの広さの問題点も指摘されている。
　この一文では病院内の、当時としては特別なトイレのことが
書いてあるが、この特別なトイレは70年代になると、次第に
街の中に進出してくるようになる。
　わが国の建築物に関するアクセシビリティは、現在では法律
として、法定の用途の、一定の規模以上であれば義務化されて
いるが、初期は地方自治体の要綱から始まった。その最初は、
1974年8月1日施行の「町田市の建築物等に関する福祉環境整
備要綱」である。全5条という非常にコンパクトなこの要綱で
は、第4条に「『ハンディキャップを持つ人のための施設整備
基準』により施設整備を行うものとする」という規定があり、

文1　川内美彦著『ユニバーサル・デザインの仕組みをつくる』学芸出版、2007年8月
文2　「大学病院におけるリハビリテーションセンターの建築計画に関する考案」（東京大学病院中央診療部；樫田良精・佐々木智也・上田敏、平方義信・鎌倉矩子　東京大
学工学部建築科；陳惷玉・小滝一正　第4回日本リハビリテーション医学会総会）『日本リハビリテーション医学会誌 』4(4), 303-304, 1967-10-18

写真1　車いす専用リフト
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オフィスプランとトイレの関係	 田名網雅人

日本初の高層ビルである霞が関ビルから，現在の超高層オフィスビルまでの基準階平面図を年代に沿い並べたものである。コア内のトイレの配置
計画は，1980年代までは構造的に安定したセンターコアが主流のため，トイレも必然的に中央部に位置している。1990年以降になり構造解析や
建築技術の進歩により，片寄せコア，分散コアの計画が可能になると，トイレも建物の外周部に配置されるようになり，自然光を取り入れた開放的なト
イレが計画されている。

基準階平面 1/1,000トイレ位置

バリアフリー
日本の流れ

バリアフリー
世界の流れ

1981 「官庁営繕における身体障害者等の利用を考慮した設計指針」

1982 「身体障害者の利用を配慮した建築設計標準」策定

1983 運輸省 「公共交通ターミナルにおける身体障害者用施設整備ガイドライン」策定 2000 「交通バリアフリー法」制定

1960 「身体障害者雇用促進法」制定

1974 「町田市の建築物等に関する福祉環境整備要綱」施行 1987 「東京都における福祉のまちづくり整備指針」策定 1996 「東京都福祉のまちづくり条例」制定1994 「ハートビル法」制定

1994 「公共交通ターミナルにおける高齢者・
　　　障害者等のための施設整備ガイドライン」策定

1976 「身体障害者雇用促進法」改正 1987 「障害者雇用促進法」に改名 1997 「障害者雇用促進法」改正 2006 「障害者雇用促進法」改正

2003 「ハートビル法」改正 2006 「バリアフリー新法」制定

2010 「障害者雇用促進法」改正

この時期からバリアフリーに関する法制度が活発に
旧 運輸省・建設省から国土交通省に再編

公共機関・建築物の統合

福祉のまちづくりの先がけ
公共交通機関

1980 19901960 201020001970
1981 国際障害者年 1983 「国連・障害者の 10 年」 1985 「ユニバーサルデザイン」提唱（ロナルド・メイス） 1993 「アジア太平洋障害者の 10 年」採択 1998 第 1 回ユニバーサルデザイン国際会議1960 第 1 回パラリンピック（ローマ）

雇用

建築物

建築基準法
●関係法令の流れ

1981 新耐震規定に移行（応力度，相関変形角，保有水平耐力等の導入）
性能規定化（非損傷性、遮熱性、遮炎性）
限界体力計算等のルートを導入1987 排煙設備等の設置義務の合理化

東京都温室効果ガス削減義務
改正省エネ法（実施）1979 省エネ法 1995 耐震改修促進法

1970 高さ制限（居住地域 20ｍ・その他地域 31ｍ以下）を廃止
        排煙設備・非常用の照明設備・非常用の進入口等の設置 2005 特殊（加圧）排煙の告示

2000 2010

基準階平面 1／1,000トイレ位置

7,2007,200

7,200
6,400

10,800

7,2
00

6,000

6,000

6,400

6,400

6,000

6,400

霞が関ビル（1968）
設計／山下寿郎設計事務所　規模／地上36階，地下3階　高さ／147m
基準階面積／3,505㎡　延床面積／165,632㎡

1963年の建築基準法改正で高さ31m制限が撤廃されたことにより誕生した国
内初の超高層ビル。長方形平面にセンターコア方式を組み合わせ，コア内に設
けたトイレは，バンク分けされたエレベータロビーを利用し，両側からアクセス
可能なものとして動線計画の合理化が図られている。

新宿三井ビルディング（1974）
設計／日本設計　規模／地上55階，地下3階　高さ／223m
基準階面積／2,689㎡　延床面積／179,671㎡

新宿副都心計画（1960）の事業化により誕生した西新宿超高層ビル群の一角
を成す。更新対応のためセンターコア両端に設けられた設備コアにより，オフィ
スがコアをサンドイッチする貫通コア形式となっている。トイレは霞が関ビルを
踏襲したレイアウトとなっている。

第一勧銀本店ビル（1981）
設計／芦原義信建築設計事務所　規模／地上32階，地下4階　高さ／140m
基準階面積／約2,840㎡　延床面積／135,014㎡

センターコアに加え，避難階段を含むサブコアを四隅に配し，均一な避難動線
の確保を図っている。自社ビルのため通路も取り込んだ大部屋形式で，トイレも
センターコア内に設けられた縦動線を含むサービスエリア内に設けられている。

新宿アイランドタワー（1995）
設計／日本設計　規模／地上44階，地下4階　高さ／189m
基準階面積／約3,600㎡　延床面積／205,847㎡（タワー棟）

都庁舎等，淀橋浄水場跡地の超高層ビル街に接し，新宿新都心超高層ビル群を成す大規模
再開発のオフィス棟。コンパクトな片寄せコア＋両端コアの分散コア形式により大きなフロ
アプレートが成立している。コア部エレベータバンクを利用したトイレには外光を取り入れて
いる。

世界貿易センタービル（1970）
設計／日建設計　規模／地上40階，地下3階　高さ／152m
基準階面積／2,458㎡　延床面積／153,841㎡

霞が関ビルに続く，国内2番目の超高層ビル。正方形平面の中心に据えられたコ
アに，四方にアクセス可能な中央廊下を設けたコンパクトな平面形状。トイレも
全方位から利用しやすいよう，廊下の交差部となる中央付近に配置されている。

サンシャイン 60（1978）
設計／三菱地所設計　規模／地上60階，地下4階　高さ／239m
基準階面積／3,159㎡　延床面積／190,595㎡

新宿・渋谷と並ぶ副都心池袋のランドマークであり，国内最大規模の一体型複
合都市施設サンシャインシティのオフィス棟。貫通コア両端には避難バルコ
ニーを設け，コア外の避難経路を確保して防災性に配慮されている。トイレはエ
レベータバンクを利用した形式。

アーク森ビル（1986）
設計／森ビル　規模／地上37階，地下4階　高さ／153m
基準階面積／約3,800㎡　延床面積／181,833㎡（タワー棟）

オフィス，ホテル，住宅，商業など多様な都市機能を集積した大規模再開発事業
の一角をなすオフィス棟。長方形平面+貫通コア形式だが，廊下はコア中央部を
貫通した形を取りコア効率を高めている。大きなフロアプレートの通路中央部に
トイレを設けて歩行距離に配慮している。

大阪東京海上ビルディング（1990）
（現 大阪東京海上日動ビルディング）
設計／鹿島建設　地上27階，地下3階　高さ／107m
基準階面積／1,810㎡　延床面積／68,838㎡

大阪城公園に隣接し，一大商業拠点を形成する再開発事業「大阪ビジネスパー
ク」の一角を成すオフィスビル。片寄せ形式となったコア中央部には所々外光が
差す廊下が設けられ，外壁側にはトイレやレストルーム等のアメニティゾーンが配
されている。

丸ノ内ビルディング（2002）
設計／三菱地所設計　規模／地上37階，地下2階　高さ／180m
基準階面積／3,340㎡　延床面積／159,907㎡

大手町・丸の内・有楽町地区再開発計画のスタートを切り旧丸ビル（1923）を
超高層に建て替えた。オフィススペースにコアを挿入した片寄せコア形式。上
層でコア北側のエレベータ上部はオフィスとなるが，手洗い・パウダーコーナー
は常に外光が入る位置にレイアウトされている。

日本橋三井タワー（2005）
設計／日本設計，シーザー・ペリ＆アソシエイツ　規模／地上39階，地下4階　
高さ／194m　基準階面積／3,006㎡　延床面積／133,855㎡

日本橋エリア活性化の核として計画され，三井本館(1929)の再生，活用により
重要文化財保存型特定街区適用第一号となる。オフィススペースはT形コアを
両端に備えた分散コア形式で、両コア外壁面に男女トイレをそれぞれ擁してい
る。バリアフリー法認定を取得。

グラントウキョウサウスタワー（2007）
設計／日建設計　規模／地上42階，地下2階　高さ／205m
基準階面積／3,131㎡　延床面積／139,785㎡

東京駅八重洲口周辺の再開発として，東京駅丸の内駅舎との特例容積率適用
地区制度を活用したオフィスタワー。ガラスファサードにより外光をふんだんに
取り入れた片寄せコアに，高層部では外壁面にトイレ，リフレッシュコーナーを
沿わせている。バリアフリー法認定を取得。

設計／日本設計　規模／地上20階，地下2階　高さ／79m
基準階面積／2,563㎡　延床面積／66,673㎡

当時，アトリウム・アメニティといった概念を取り入れたオフィスビルが次々と誕
生していた。中央アトリウムを挟んで，両端コアの2つのオフィススペースを配し
たツインタワー形式となっており，それぞれのタワー隅角部はトイレ･パントリー
エリアとなっている。

新日鉱ビル（現 虎ノ門ツインビルディング）（1988）

　ユニバーサルデザインは，1981 年「国際障害者年」を契機とし，「国連・障害者の 10 年」により障害者の雇用・社会参加が促進される中で，社
会資源の整備が行われた。90 年代には，建設省「ハートビル法」，運輸省「交通バリアフリー法」が策定されたが，国土交通省の発足を機に，2006 年「バ
リアフリー新法」として統合された。大規模オフィスでは，商業施設でのバリアフリーデザインの義務化，および容積不算入が可能な手法としてバリ
アフリー法認定を取得する計画ができた。こうした流れが，中小規模のオフィスにも広がり，ゆとりのあるトイレ計画が増えてきている。

　日本初の高層ビルである霞が関ビルから，現在の超高層オフィスビルまでの基準階平面図を年代に沿い並べたものである。コア内のトイレの配置計
画は，1980 年代までは構造的に安定したセンターコアが主流のため，トイレも必然的に中央部に位置している。1990 年以降になり構造解析や建築
技術の進歩により，片寄せコア，分散コアの計画が可能になると，トイレも建物の外周部に配置されるようになり，自然光を取り入れた開放的なトイ
レが計画されている。

トイレと法規の関係
 ̶オフィスプランの変遷を読む 田名網雅人
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霞が関ビル（1968）
設計／山下寿郎設計事務所　規模／地上36階，地下3階　高さ／147m
基準階面積／3,505㎡　延床面積／165,632㎡

1963年の建築基準法改正で高さ31m制限が撤廃されたことにより誕生した国
内初の超高層ビル。長方形平面にセンターコア方式を組み合わせ，コア内に設
けたトイレは，バンク分けされたエレベータロビーを利用し，両側からアクセス
可能なものとして動線計画の合理化が図られている。

新宿三井ビルディング（1974）
設計／日本設計　規模／地上55階，地下3階　高さ／223m
基準階面積／2,689㎡　延床面積／179,671㎡

新宿副都心計画（1960）の事業化により誕生した西新宿超高層ビル群の一角
を成す。更新対応のためセンターコア両端に設けられた設備コアにより，オフィ
スがコアをサンドイッチする貫通コア形式となっている。トイレは霞が関ビルを
踏襲したレイアウトとなっている。

第一勧銀本店ビル（1981）
設計／芦原義信建築設計事務所　規模／地上32階，地下4階　高さ／140m
基準階面積／約2,840㎡　延床面積／135,014㎡

センターコアに加え，避難階段を含むサブコアを四隅に配し，均一な避難動線
の確保を図っている。自社ビルのため通路も取り込んだ大部屋形式で，トイレも
センターコア内に設けられた縦動線を含むサービスエリア内に設けられている。

新宿アイランドタワー（1995）
設計／日本設計　規模／地上44階，地下4階　高さ／189m
基準階面積／約3,600㎡　延床面積／205,847㎡（タワー棟）

都庁舎等，淀橋浄水場跡地の超高層ビル街に接し，新宿新都心超高層ビル群を成す大規模
再開発のオフィス棟。コンパクトな片寄せコア＋両端コアの分散コア形式により大きなフロ
アプレートが成立している。コア部エレベータバンクを利用したトイレには外光を取り入れて
いる。

世界貿易センタービル（1970）
設計／日建設計　規模／地上40階，地下3階　高さ／152m
基準階面積／2,458㎡　延床面積／153,841㎡

霞が関ビルに続く，国内2番目の超高層ビル。正方形平面の中心に据えられたコ
アに，四方にアクセス可能な中央廊下を設けたコンパクトな平面形状。トイレも
全方位から利用しやすいよう，廊下の交差部となる中央付近に配置されている。

サンシャイン 60（1978）
設計／三菱地所設計　規模／地上60階，地下4階　高さ／239m
基準階面積／3,159㎡　延床面積／190,595㎡

新宿・渋谷と並ぶ副都心池袋のランドマークであり，国内最大規模の一体型複
合都市施設サンシャインシティのオフィス棟。貫通コア両端には避難バルコ
ニーを設け，コア外の避難経路を確保して防災性に配慮されている。トイレはエ
レベータバンクを利用した形式。

アーク森ビル（1986）
設計／森ビル　規模／地上37階，地下4階　高さ／153m
基準階面積／約3,800㎡　延床面積／181,833㎡（タワー棟）

オフィス，ホテル，住宅，商業など多様な都市機能を集積した大規模再開発事業
の一角をなすオフィス棟。長方形平面+貫通コア形式だが，廊下はコア中央部を
貫通した形を取りコア効率を高めている。大きなフロアプレートの通路中央部に
トイレを設けて歩行距離に配慮している。

大阪東京海上ビルディング（1990）
（現 大阪東京海上日動ビルディング）
設計／鹿島建設　地上27階，地下3階　高さ／107m
基準階面積／1,810㎡　延床面積／68,838㎡

大阪城公園に隣接し，一大商業拠点を形成する再開発事業「大阪ビジネスパー
ク」の一角を成すオフィスビル。片寄せ形式となったコア中央部には所々外光が
差す廊下が設けられ，外壁側にはトイレやレストルーム等のアメニティゾーンが配
されている。

丸ノ内ビルディング（2002）
設計／三菱地所設計　規模／地上37階，地下2階　高さ／180m
基準階面積／3,340㎡　延床面積／159,907㎡

大手町・丸の内・有楽町地区再開発計画のスタートを切り旧丸ビル（1923）を
超高層に建て替えた。オフィススペースにコアを挿入した片寄せコア形式。上
層でコア北側のエレベータ上部はオフィスとなるが，手洗い・パウダーコーナー
は常に外光が入る位置にレイアウトされている。

日本橋三井タワー（2005）
設計／日本設計，シーザー・ペリ＆アソシエイツ　規模／地上39階，地下4階　
高さ／194m　基準階面積／3,006㎡　延床面積／133,855㎡

日本橋エリア活性化の核として計画され，三井本館(1929)の再生，活用により
重要文化財保存型特定街区適用第一号となる。オフィススペースはT形コアを
両端に備えた分散コア形式で、両コア外壁面に男女トイレをそれぞれ擁してい
る。バリアフリー法認定を取得。

グラントウキョウサウスタワー（2007）
設計／日建設計　規模／地上42階，地下2階　高さ／205m
基準階面積／3,131㎡　延床面積／139,785㎡

東京駅八重洲口周辺の再開発として，東京駅丸の内駅舎との特例容積率適用
地区制度を活用したオフィスタワー。ガラスファサードにより外光をふんだんに
取り入れた片寄せコアに，高層部では外壁面にトイレ，リフレッシュコーナーを
沿わせている。バリアフリー法認定を取得。

設計／日本設計　規模／地上20階，地下2階　高さ／79m
基準階面積／2,563㎡　延床面積／66,673㎡

当時，アトリウム・アメニティといった概念を取り入れたオフィスビルが次々と誕
生していた。中央アトリウムを挟んで，両端コアの2つのオフィススペースを配し
たツインタワー形式となっており，それぞれのタワー隅角部はトイレ･パントリー
エリアとなっている。

新日鉱ビル（現 虎ノ門ツインビルディング）（1988）

　ユニバーサルデザインは，1981 年「国際障害者年」を契機とし，「国連・障害者の 10 年」により障害者の雇用・社会参加が促進される中で，社
会資源の整備が行われた。90 年代には，建設省「ハートビル法」，運輸省「交通バリアフリー法」が策定されたが，国土交通省の発足を機に，2006 年「バ
リアフリー新法」として統合された。大規模オフィスでは，商業施設でのバリアフリーデザインの義務化，および容積不算入が可能な手法としてバリ
アフリー法認定を取得する計画ができた。こうした流れが，中小規模のオフィスにも広がり，ゆとりのあるトイレ計画が増えてきている。

　日本初の高層ビルである霞が関ビルから，現在の超高層オフィスビルまでの基準階平面図を年代に沿い並べたものである。コア内のトイレの配置計
画は，1980 年代までは構造的に安定したセンターコアが主流のため，トイレも必然的に中央部に位置している。1990 年以降になり構造解析や建築
技術の進歩により，片寄せコア，分散コアの計画が可能になると，トイレも建物の外周部に配置されるようになり，自然光を取り入れた開放的なトイ
レが計画されている。

トイレと法規の関係
 ̶オフィスプランの変遷を読む 田名網雅人

4
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2000年代以降もこの傾向は続いており，むしろ主流になっている。また，バリアフリー法認定取得による容積緩和が可能となると，こうした流れはますま
す加速し，BCP（Business	Continuity	Planning：事業継続計画）や省エネ，トイレの快適性向上も兼ね備えた，ゆとりのあるトイレ計画が増えてきて
いる。近年では，基準階面積3,000㎡以上のオフィスが増加しており，トイレ箇所数は男女1カ所ずつから複数箇所の分散配置となるケースも少なくな
い。

バリアフリー
日本の流れ

バリアフリー
世界の流れ

1981 「官庁営繕における身体障害者等の利用を考慮した設計指針」

1982 「身体障害者の利用を配慮した建築設計標準」策定

1983 運輸省 「公共交通ターミナルにおける身体障害者用施設整備ガイドライン」策定 2000 「交通バリアフリー法」制定

1960 「身体障害者雇用促進法」制定

1974 「町田市の建築物等に関する福祉環境整備要綱」施行 1987 「東京都における福祉のまちづくり整備指針」策定 1996 「東京都福祉のまちづくり条例」制定1994 「ハートビル法」制定

1994 「公共交通ターミナルにおける高齢者・
　　　障害者等のための施設整備ガイドライン」策定

1976 「身体障害者雇用促進法」改正 1987 「障害者雇用促進法」に改名 1997 「障害者雇用促進法」改正 2006 「障害者雇用促進法」改正

2003 「ハートビル法」改正 2006 「バリアフリー新法」制定

2010 「障害者雇用促進法」改正

この時期からバリアフリーに関する法制度が活発に
旧 運輸省・建設省から国土交通省に再編

公共機関・建築物の統合

福祉のまちづくりの先がけ
公共交通機関

1980 19901960 201020001970
1981 国際障害者年 1983 「国連・障害者の 10 年」 1985 「ユニバーサルデザイン」提唱（ロナルド・メイス） 1993 「アジア太平洋障害者の 10 年」採択 1998 第 1 回ユニバーサルデザイン国際会議1960 第 1 回パラリンピック（ローマ）

雇用

建築物

建築基準法
●関係法令の流れ

1981 新耐震規定に移行（応力度，相関変形角，保有水平耐力等の導入）
性能規定化（非損傷性、遮熱性、遮炎性）
限界体力計算等のルートを導入1987 排煙設備等の設置義務の合理化

東京都温室効果ガス削減義務
改正省エネ法（実施）1979 省エネ法 1995 耐震改修促進法

1970 高さ制限（居住地域 20ｍ・その他地域 31ｍ以下）を廃止
        排煙設備・非常用の照明設備・非常用の進入口等の設置 2005 特殊（加圧）排煙の告示
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霞が関ビル（1968）
設計／山下寿郎設計事務所　規模／地上36階，地下3階　高さ／147m
基準階面積／3,505㎡　延床面積／165,632㎡

1963年の建築基準法改正で高さ31m制限が撤廃されたことにより誕生した国
内初の超高層ビル。長方形平面にセンターコア方式を組み合わせ，コア内に設
けたトイレは，バンク分けされたエレベータロビーを利用し，両側からアクセス
可能なものとして動線計画の合理化が図られている。

新宿三井ビルディング（1974）
設計／日本設計　規模／地上55階，地下3階　高さ／223m
基準階面積／2,689㎡　延床面積／179,671㎡

新宿副都心計画（1960）の事業化により誕生した西新宿超高層ビル群の一角
を成す。更新対応のためセンターコア両端に設けられた設備コアにより，オフィ
スがコアをサンドイッチする貫通コア形式となっている。トイレは霞が関ビルを
踏襲したレイアウトとなっている。

第一勧銀本店ビル（1981）
設計／芦原義信建築設計事務所　規模／地上32階，地下4階　高さ／140m
基準階面積／約2,840㎡　延床面積／135,014㎡

センターコアに加え，避難階段を含むサブコアを四隅に配し，均一な避難動線
の確保を図っている。自社ビルのため通路も取り込んだ大部屋形式で，トイレも
センターコア内に設けられた縦動線を含むサービスエリア内に設けられている。

新宿アイランドタワー（1995）
設計／日本設計　規模／地上44階，地下4階　高さ／189m
基準階面積／約3,600㎡　延床面積／205,847㎡（タワー棟）

都庁舎等，淀橋浄水場跡地の超高層ビル街に接し，新宿新都心超高層ビル群を成す大規模
再開発のオフィス棟。コンパクトな片寄せコア＋両端コアの分散コア形式により大きなフロ
アプレートが成立している。コア部エレベータバンクを利用したトイレには外光を取り入れて
いる。

世界貿易センタービル（1970）
設計／日建設計　規模／地上40階，地下3階　高さ／152m
基準階面積／2,458㎡　延床面積／153,841㎡

霞が関ビルに続く，国内2番目の超高層ビル。正方形平面の中心に据えられたコ
アに，四方にアクセス可能な中央廊下を設けたコンパクトな平面形状。トイレも
全方位から利用しやすいよう，廊下の交差部となる中央付近に配置されている。

サンシャイン 60（1978）
設計／三菱地所設計　規模／地上60階，地下4階　高さ／239m
基準階面積／3,159㎡　延床面積／190,595㎡

新宿・渋谷と並ぶ副都心池袋のランドマークであり，国内最大規模の一体型複
合都市施設サンシャインシティのオフィス棟。貫通コア両端には避難バルコ
ニーを設け，コア外の避難経路を確保して防災性に配慮されている。トイレはエ
レベータバンクを利用した形式。

アーク森ビル（1986）
設計／森ビル　規模／地上37階，地下4階　高さ／153m
基準階面積／約3,800㎡　延床面積／181,833㎡（タワー棟）

オフィス，ホテル，住宅，商業など多様な都市機能を集積した大規模再開発事業
の一角をなすオフィス棟。長方形平面+貫通コア形式だが，廊下はコア中央部を
貫通した形を取りコア効率を高めている。大きなフロアプレートの通路中央部に
トイレを設けて歩行距離に配慮している。

大阪東京海上ビルディング（1990）
（現 大阪東京海上日動ビルディング）
設計／鹿島建設　地上27階，地下3階　高さ／107m
基準階面積／1,810㎡　延床面積／68,838㎡

大阪城公園に隣接し，一大商業拠点を形成する再開発事業「大阪ビジネスパー
ク」の一角を成すオフィスビル。片寄せ形式となったコア中央部には所々外光が
差す廊下が設けられ，外壁側にはトイレやレストルーム等のアメニティゾーンが配
されている。

丸ノ内ビルディング（2002）
設計／三菱地所設計　規模／地上37階，地下2階　高さ／180m
基準階面積／3,340㎡　延床面積／159,907㎡

大手町・丸の内・有楽町地区再開発計画のスタートを切り旧丸ビル（1923）を
超高層に建て替えた。オフィススペースにコアを挿入した片寄せコア形式。上
層でコア北側のエレベータ上部はオフィスとなるが，手洗い・パウダーコーナー
は常に外光が入る位置にレイアウトされている。

日本橋三井タワー（2005）
設計／日本設計，シーザー・ペリ＆アソシエイツ　規模／地上39階，地下4階　
高さ／194m　基準階面積／3,006㎡　延床面積／133,855㎡

日本橋エリア活性化の核として計画され，三井本館(1929)の再生，活用により
重要文化財保存型特定街区適用第一号となる。オフィススペースはT形コアを
両端に備えた分散コア形式で、両コア外壁面に男女トイレをそれぞれ擁してい
る。バリアフリー法認定を取得。

グラントウキョウサウスタワー（2007）
設計／日建設計　規模／地上42階，地下2階　高さ／205m
基準階面積／3,131㎡　延床面積／139,785㎡

東京駅八重洲口周辺の再開発として，東京駅丸の内駅舎との特例容積率適用
地区制度を活用したオフィスタワー。ガラスファサードにより外光をふんだんに
取り入れた片寄せコアに，高層部では外壁面にトイレ，リフレッシュコーナーを
沿わせている。バリアフリー法認定を取得。

設計／日本設計　規模／地上20階，地下2階　高さ／79m
基準階面積／2,563㎡　延床面積／66,673㎡

当時，アトリウム・アメニティといった概念を取り入れたオフィスビルが次々と誕
生していた。中央アトリウムを挟んで，両端コアの2つのオフィススペースを配し
たツインタワー形式となっており，それぞれのタワー隅角部はトイレ･パントリー
エリアとなっている。

新日鉱ビル（現 虎ノ門ツインビルディング）（1988）

　ユニバーサルデザインは，1981 年「国際障害者年」を契機とし，「国連・障害者の 10 年」により障害者の雇用・社会参加が促進される中で，社
会資源の整備が行われた。90 年代には，建設省「ハートビル法」，運輸省「交通バリアフリー法」が策定されたが，国土交通省の発足を機に，2006 年「バ
リアフリー新法」として統合された。大規模オフィスでは，商業施設でのバリアフリーデザインの義務化，および容積不算入が可能な手法としてバリ
アフリー法認定を取得する計画ができた。こうした流れが，中小規模のオフィスにも広がり，ゆとりのあるトイレ計画が増えてきている。

　日本初の高層ビルである霞が関ビルから，現在の超高層オフィスビルまでの基準階平面図を年代に沿い並べたものである。コア内のトイレの配置計
画は，1980 年代までは構造的に安定したセンターコアが主流のため，トイレも必然的に中央部に位置している。1990 年以降になり構造解析や建築
技術の進歩により，片寄せコア，分散コアの計画が可能になると，トイレも建物の外周部に配置されるようになり，自然光を取り入れた開放的なトイ
レが計画されている。

トイレと法規の関係
 ̶オフィスプランの変遷を読む 田名網雅人

4

バリアフリー
日本の流れ

バリアフリー
世界の流れ

1974 「町田市の建築物等に関する福祉環境整備要綱」施行

福祉のまちづくりの先がけ

1960 1970
1960 第 1 回パラリンピック（ローマ）

建築基準法
●関係法令の流れ

1979 省エネ法
1970 高さ制限（居住地域 20ｍ・その他地域 31ｍ以下）を廃止
        排煙設備・非常用の照明設備・非常用の進入口等の設置

公共交通機関

1981 「官庁営繕における身体障害者等の利用を考慮した設計指針」

1982 「身体障害者の利用を配慮した建築設計標準」策定

1983 運輸省 「公共交通ターミナルにおける身体障害者用施設整備ガイドライン」策定

1987 「東京都における福祉のまちづくり整備指針」策定 1994 「ハートビル法」制定

1994 「公共交通ターミナルにおける高齢者・
　　　障害者等のための施設整備ガイドライン」策定

この時期からバリアフリーに関する法制度が活発に

1980 1990
1981 国際障害者年 1983 「国連・障害者の 10 年」 1985 「ユニバーサルデザイン」提唱（ロナルド・メイス） 1993 「アジア太平洋障害者の 10 年」採択

1981 新耐震規定に移行（応力度，相関変形角，保有水平耐力等の導入） 1987 排煙設備等の設置義務の合理化 1995 耐震改修促進法



28

2006年、国土交通省の発足を機に、
旧建設省の「ハートビル法」と運輸省の「交通バリアフリー法」が統合され

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（通称「バリアフリー法」）が制定された。
この法律の制定により、建築物や公共交通機関、道路、駐車場、都市公園等にもバリアフリー基準への適合が求められるようになった。
改正法では、適合する建築物の用途や対象規模の引き下げ、整備基準の強化などさまざまな拡充が図られており、
都市におけるさらなるバリアフリー化を促進している。
また、国交省では、主に建築主や設計者等にバリアフリー設計の考え方や、優良な設計事例を紹介するためのガイドラインとして、

「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準」※を作成している。
ここでは、後述の「建築物移動等円滑化基準」または「建築物移動等円滑化誘導基準」を実際の設計に反映する際に考慮すべき内容や、
建築物のバリアフリーの標準的な内容を図版や設計事例を交えて解説している。

「建築設計標準」はおよそ5年ごとに改訂されており、 
2017年3月末には、2020年オリンピック・パラリンピック東京大会での国内外からの来訪者の増大、超高齢化社会を見据え、
宿泊施設での配慮の拡充案、多機能トイレの機能分散案、既存施設の改修の観点などを盛り込むことを目的とした改訂がなされた。
法令や設計ガイドラインを通して時代の流れを捉えたバリアフリーの知見を得ておくことも、トイレを計画する上で重要である。

※国土交通省のホームページに一般公開されており、2017年5月末現在の改訂版は平成29年3月31日発行。

トイレとバリアフリー法 田名網雅人

1.特別支援学校　2.病院または診療所　3.劇場、観覧場、映画館または演芸場　

4.集会場または公会堂　5.展示場　6.百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗　

7.ホテルまたは旅館　8.保健所、税務署その他不特定かつ多数の者が利用する官公署　

9.老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの

　　（主として高齢者、障害者等が利用するものに限る）　

10.老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの　

11.体育館（一般公共の用に供されるものに限る）、

　　　水泳場（一般公共の用に供されるものに限る）もしくはボーリング場または遊技場　

12.博物館、美術館または図書館　13.公衆浴場　14.飲食店　

15.理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行、その他これらに類するサービス業を営む店舗　

16.車両の停車場または船舶もしくは航空機の発着場を構成する建築物で

　　　旅客の乗降または待合いの用に供するもの　

17.自動車の停留または駐車のための施設（一般公共の用に供されるものに限る）　

18.公衆便所　19.公共用歩廊

20.学校（1の用途を除く）　21.卸売市場　22.事務所（8の用途を除く）　

23.共同住宅、寄宿舎または下宿　24.保育所等（9の用途を除く）　

25.体育館、水泳場その他これらに類する運動施設（11の用途を除く）　

26.キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホール、その他これらに類するもの　

27.自動車教習所または学習塾、華道教室、囲碁教室、その他これらに類するもの　

28.工場　29.自動車の停留または駐車のための施設（17の用途を除く）

特
別
特
定
建
築
物

特
定
建
築
物

対象用途

2,000㎡以上の新築、増築、改築、用途変更に義務づけられる（18公

衆便所は50㎡以上）。

既存建築物についても、努力義務の対象となる。

地方公共団体の条例による。

規模

特別特定建築物との特定建築物の区分

1.バリアフリー法が適用される建築物の用途と規模

　バリアフリー法が適用される建築物には、届出の義務の対象となる特
別特定建築物と努力義務の対象となる特定建築物の2種類がある。それ
ぞれ対象となる用途・規模が設定されているが、地方公共団体ごとに条
例が制定されていたり、対象となる建築物の面積の引下げが行われてい
る可能性があるため、個別での確認が必要である。
　特別特定建築物または特定建築物において、「建築物移動等円滑化基

準」または「建築物移動等円滑化誘導基準」に適合することが求められ
ている。基準には、出入口、廊下等、スロープ、エレベータ、トイレ、
宿泊施設の客室、アプローチ、駐車場等、建築におけるさまざまな部位
において、形状や寸法、設備仕様の基準が定められており、これらの一
定の基準を満たした建築物の建築主は、地方公共団体の認定を受けるこ
とによって、さまざまな支援措置を受けることができる。
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3.バリアフリー法の支援措置

バリアフリー法の適合認定の取得にあたって、建築物や工事現場への立入りの検査（例：竣工時の実寸測定など）や維持保全の状況についての
報告が求められることがあるため、地方公共団体ごとの確認が必要となる。この認定を受けることにより、次の支援措置が受けられる。
　•表示制度　•容積率の緩和　•税制上の特例措置　•補助制度
ここでは、表示制度（シンボルマークの表示許可）および容積率の緩和について、簡単に解説する。

適合認定を受ければ、バリアフリー認定建物であることを示す左のシンボルマークを掲げることができる。
利用者にバリアフリーの建物であるとの認識を広げ、施設の利用を促進する効果が期待できる。

シンボルマークの表示

2.トイレに関するバリアフリー法の規定

バリアフリー法の適合認定を受けた事例におけるトイレ設計のチェックポイントを紹介する。
地方公共団体の条例やガイドラインにより詳細な規定が示されており、また時勢に応じて適合の基準点が変更されることもあるため、
随時、行政への確認を要する。
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①政令 19 条に基づく標識

　JIS 規格 Z8210 に適合する案内サイン

　（トイレ，車いす利用者，オストメイト，

　ベビーチェア＊等対応）

②低リップ型小便器（H＝350 以下），手摺

③車いす回転軌跡φ1,500 の確保

④オストメイト対応

⑤L型手摺の確保

⑥可動手摺の確保

⑦滑りにくい床材の採用

⑧ブースの扉の有効幅，構造

　（開け閉めのしやすさ）への配慮

⑨車いすが通れる通路幅の確保

＊商業施設，公共施設など施設の用途によっては

　ベビーチェア，ベビーベッドも必要
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②低リップ型小便器（H＝350 以下），手摺

③車いす回転軌跡φ1,500 の確保
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⑤L型手摺の確保

⑥可動手摺の確保

⑦滑りにくい床材の採用

⑧ブースの扉の有効幅，構造

　（開け閉めのしやすさ）への配慮

⑨車いすが通れる通路幅の確保

＊商業施設，公共施設など施設の用途によっては

　ベビーチェア，ベビーベッドも必要
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容積率の緩和
建物をバリアフリー化することに
より、廊下、トイレは通常よりも
広いスペースが必要となるが、適
合の認定を受ければ、容積率の算
定にあたって通常の床面積を超え
る部分については不算入とする緩
和を受けることができる。
たとえば多目的トイレにおいては、
通常のトイレブースの必要面積で
ある1㎡を除いた部分について、
容積率の対象面積から除外される。

例図：Mビル
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標準 1床室平面　1／ 50

共用トイレ平面　1／ 100

3 階病棟平面　1／ 500

食堂

室外機置場

廊下

便器と手摺を左
右対象に配置し
たブースを用意
して，使用する
患者の左右麻痺
の違いに対応し
ている

ブース内からは
戸先側に袖壁が
ないため，車い
すでの使用を考
慮して，引戸の
ブース内側には
ループ型のハン
ドルを採用して
いる

ベッドから立ち上がる時の補助が
あることで自立を促し，トイレの
ドアを開閉する際に身体の位置を
保持できるよう縦手摺を設置して
いる

トイレ入口部分に車いすや介助のための
十分なスペースを確保できる

座位を確保できる
背もたれ付き手摺

トイレ建具は 3点蝶番・クローザーなしとし
フリーストップでさまざまな場面に対応できる

トイレブースが隅切りしてある
ので，病室入口から患者の状態
が確認しやすい

集中分散型共用トイレ

集中分散型共用トイレ
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床
ビニル床シート 厚 2.0

壁
強化 PB 厚 12.5＋12.5
グラスウール 24kg/m3 厚 50
無機質壁紙

目隠しルーバー
Aℓ 40×120 ＠90

洗面台

主要用途／病院　施工／鹿島建設　構造・規模／ RC 造 , 一部 S 造・地上 5 階　基準階面積／ 1,029.32㎡
共用トイレの主な使用機器／大便器：C550SU（TOTO）, 洗面器：L270DF（TOTO）＋自動混合水栓 TEN50AX, 背もたれ付手摺：EWCS770R（TOTO）＋ I 字手摺：NS-T800（ナカ工業）, ブース内引戸ルー
プ型ハンドル：別製 T5650（ユニオン）　1 床室トイレの主な使用機器／大便器：C743PVN（TOTO）, カウンター式洗面器：特注（ハンセム）＋シングルレバー混合水栓：TLNW31B1F（TOTO）, 背もたれ付手摺：
EWCS770R（TOTO）＋ I 字手摺：NS-T800（ナカ工業）　竣工／ 2013 年 10 月　所在／京都市中京区　

04 運用から導き出す病棟トイレ
がくさい病院　　KAJIMA DESIGN 

がくさい病院は、スポーツ整形中心の整形外科領域と回復期リハビリテーション領域に特化した地域医療中核病院である。「トータ

ルケアリハビリテーション」をコンセプトとして、車椅子や歩行器での患者の移動やスタッフの介助のしやすさに配慮した設計をしてい

る。４床室の患者用の病棟共用トイレは、多様な使用状況に対応する大きめのトイレブースを分散集中配置している。病室からの

距離を考慮して分散させる一方、集中させることで利用と介助の効率化を図っている。１床室では、病室内にトイレを設け、ある程度

のプライバシーが確保できることを前提に広く開放できる建具を設けた隅切り部は、車椅子や介助のための十分なスペースを確保し

ている。戸先に手摺を設けた扉がベッド側を向くことで患者の自立を促すことも意図している。（KAJIMA DESIGN　星野大道）

（写真提供：星野大道 KAJIMA DESIGN）

（撮影：野口兼史 K’s Photo Works）
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トイレ建具召合わせ平面詳細　1／ 6

病室平面　1／ 100

トイレ平面　1／ 30
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メディカル
コンソール
ボックス

東京タワーへの
ビューを確保

重症患者の
ベッド搬出入

緊急時の治療
スペース拡大

洗面カウンター

引き戸の把手を手摺
にして立たないよう，
縦型の手摺を配置

カーテンレール

主要用途／病院　施工／鹿島建設　構造・規模／ S 造・地下 1 階 , 地上 14 階　基準階面積／ 2,062.55㎡
主な使用機器／大便器：BC-K21S（LIXIL）, 洗面器：ドゥ・ケア（LIXIL）＋サーモスタット付自動混合水栓 AM-210TC, L 形手摺：NKF-520（LIXIL）, I 形手摺：NKF-510（LIXIL）, ユニットシャワー：
JSV0808T（TOTO）, 1 床室トイレ建具：くろがね工作所　竣工／ 2017 年 2 月（新病棟部分）　所在／東京都港区　撮影／畑拓

05 限られたスペースを最大化する1 床室トイレ
東京都済生会中央病院　　KAJIMA DESIGN 

東京都済生会中央病院は、東京タワーのほど近くに建つ災害拠点病院で

ある。周囲を挟まれた限られた敷地の中で、どれだけ患者の療養環境と治

療環境を両立するスペースを確保できるかがテーマであった。1床室では、

トイレの扉を引き戸＋開き戸のＬ字形建具とし、日常使用時は有効幅800

の引き戸、介助時には開き戸も開放して最大有効幅950以上確保を可能

とした。緊急時にもＬ字形建具を開放することで、重症患者のベッド搬送

や治療スペースの拡大にも対応可能とし、1床室という限られたスペースの

最大活用ができるよう考慮した。なお、設計当初の1床室は窓側にトイレ

シャワーユニットが配置されていたが、廊下側にＬ字形建具トイレ、窓側に

小型ユニットシャワーと分けることで、療養・治療環境の向上と外部へのビ

ューの確保を両立させた。　　　　　（ＫＡＪＩＭＡ　ＤＥＳＩＧＮ　中山純一）
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ビニル床シート FL+60
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小物棚

床見切 SUS PL-6

床見切
SUS PL-6

上部 間接照明

洗面鏡

紙巻器

スツール

4 階トイレまわり平面　1／ 500 基準階女子トイレ平面　1／ 150

更衣・休憩ブース断面　1／ 50

事務室

休憩
ブース

PS・SK喫煙室

廊下

事務室

更衣ブース

休憩ブース更衣ブース

共用ラボ

打合せスペース

デスクスペース

デスクスペース

個人集中ラボ
個人集中ラボ

ライブラリー

女子トイレ

男子トイレ

吹抜 EV

FL
▽

更衣ブース、ソファのある休憩ブースを備えた多目的空間
日本無線先端技術センター　　河副智之＋河野信＋西川昌志／日建設計

この研究施設では作業内容によって更衣の必要

な場合があるが、実際には滞在時間は短く利用

頻度も低いことがわかったため、更衣ブースをトイ

レ内に設ける計画とした。フロアの面積効率を高

めるだけでなく、トイレの利用目的を多様化するこ

とで抵抗感なく出入り、滞在できる空間となった。

女子トイレにはソファのある休憩ブースを中央に設

け、女性比率の少ないこの研究施設での小さなリ

ラックス空間とした。更衣ブース、休憩ブースはと

もに床立上りを設け、靴を脱いで利用できる設え

である。これらの多様な機能を持つ各ブースはル

ープ状動線の中に配置され、混雑緩和と回遊性

を生み出す。

ワークプレイスがより開放的・一体的な空間を志

向される一方、プライバシーとジェンダーに配慮す

べき空間を集約して合理化するとともに、利用者

の性別が限定されるからこそ、トイレが有意義で快

適な空間になることをめざした。

（日建設計　西川昌志）

18

主要用途／研究施設　施工／大成建設　構造・規模／S造・地上7階　基準階面積／2,076.23～2,247.85㎡　主な使用機器／大便器：UAXC2NRCN（TOTO）, 小便器：UFS860CS（TOTO）, 洗面器：L710C
（TOTO）　竣工／2014年12月　所在／長野県長野市

（撮影：篠澤裕） （撮影：彰国社写真部）
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トイレまわり平面　1／ 150

女子トイレ展開　1／ 40 カウンター断面詳細　1／ 5

男子
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女子
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アラーム
弁室

EPS

EPS

EPS

PS

SK

パントリー

手持ちの書類を濡らさず置ける、気配りあふれるカウンター
新青山東急ビル　　日建設計

青山通りに建つテナントオフィス。賃貸エリア以外の

限られた面積を有効に使い、ユーザーの多様なワーク

スタイルに応えることが今回の命題であった。その要

望の一つがトイレ内に持ちこむ書類・ポーチを一時的

に置く場を洗面エリア内に設置することであったため、

洗面カウンターの形状を工夫し、下部にスリット状のス

ペースを設けた。底面に約6 度の傾斜を付けること

で、置いた物が床に落下しにくく出し入れがしやすい。

また、長さ方向にスペースを連続させることで、置く物を

限定しない、多用途に適した形状としている。その他

にも、時間や目的別に3 種類の色温度に変えられる

有機EL 照明や大小さまざまな化粧鏡等、ユーザーが

各々の状況により適した環境を常に選択可能とするこ

とで空間の有効率と快適性を向上させ、仕事の合間に

リラックスできるトイレ空間を目指した。

（日建設計 加瀬美和子)

19

主要用途／店舗・事務所　施工／鹿島建設　構造・規模／S造・地下1階 , 地上11階　基準階面積／専有部：約 660㎡、共用部：約185㎡
主な使用機器／大便器 :C473P（TOTO）, 小便器 :UFS800CE（TOTO）, 洗面器 :2F男性 VR4434R(CERA)・2F 女性 CEL531R -MW(CERA)・3～11F 
VR4441（CERA）, 11Fのみ化粧鏡・トイレブース内に有機 EL 照明設置　竣工／2015 年1月　所在／東京都港区　撮影／永禮賢
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目板・戸当り 
A  押出型材 

常時内開き・非常時外開きのブース
東京造形大学　CS PLAZA　　安田アトリエ

21

主要用途／大学　建築・トイレ施工／東急建設　設備施工／テクノ菱和　構造・規模／ S 造，一部 RC 造・地下 2 階，地上 4 階　
主な使用機器／大便器： RESTROOM ITEM 01，XPC211S11（TOTO），小便器： XPU11（手摺とも，TOTO），洗面器： XPL1111（TOTO），使用ブース用金物／ RB119（ジェネラル・ハードウェア社）
竣工／ 2010 年 6 月　所在／東京都八王子市　撮影／彰国社写真部

武蔵野の森に囲まれた美術系大学キャンパスに建つ新棟のトイレで
ある。絵画教室内にも道具洗浄用流しが備えられているが，トイレ
の洗面空間においても用具の洗浄などの作業を行うことが予想さ
れ，ボウル底がフラットな壁掛け洗面を採用し，洗面器間にも画材
の置台を用意した。
常時開の内開き扉は，使用していないブースが一目瞭然で，通路側
へ開かないメリットがある。しかし，ブース内で学生・職員（病人等）
が倒れたときに扉に寄りかかるため内側へ扉を押すことができず短
時間に救出できない。そのため非常時にはブース外部からコインで
簡単に解錠する機構をもつ金物を作成した。通常時は水平方向に操
作しているラッチが非常時には回転し，扉の外開きを可能にする。
名作「HORI 100 番（面付けリムボルト）」のシンプルな意匠を継
承し，特に病院やサービスエリアなどのパブリック空間には最適な
ものとして新たに商品化した。　　　　（安田アトリエ　安田幸一）
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コンクリート打放
小叩き（斫り）仕上
浸透性吸水防止剤塗布

短辺躯体壁上部

小叩き（斫り）

緑化誘導
ワイヤー

研出し 研出し

照明

コンクリート打放
（躯体防水）

研出し

エッジ材 横マリオン Aℓ押出材

防虫通気材

頂部カバー 

水返し

コンクリート打放
小叩き（斫り）仕上
浸透性吸水防止剤塗布

横マリオン下地支持材

コンクリート打放
（躯体防水）
浸透性吸水防止剤塗布
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縦マリオン Aℓ押出材 曲げ加工

縦マリオン下地 曲げ加工
縦マリオン Aℓ押出材 曲げ加工

縦マリオン下地 曲げ加工
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全体平面　1／ 200

A-A 断面　1／ 60

B-B 断面　1／ 60

E 部詳細　1／ 5

D-D 断面　1／ 10C-C 断面　1／ 10
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▽GL+800

▽GL+1,710

▽GL+5,818

▽GL+60
△GL

▽GL+5,818

▽GL+5,733

D

C

B

E 部

▽GL+2160

男子トイレ
女子トイレ

多目的トイレ

小豆島・草壁港に建つ公共トイレ。 衛生機器を支持し、配管を納めるライ
ニングや、それらを仕切るブース壁等、通常二次部材で処理される要素を構
造体に置き換えることで、空間の要素はRC躯体と白い衛生機器のコントラ
ストのみとなっている。 コンクリートは、小豆島産花崗岩を粗骨材とし、小叩
きや研ぎ出しといった技法により、石の表情が建物表面にあらわれる。 頂
点で接するRCスラブとETFE膜は、南北に枝分かれし、それぞれ、人、配
管のための軒下空間を生む。南側のRCスラブは直射日光を遮るとともに、
それ自体が暖められることで発生する上昇気流による、自然換気の効果を期
待した。 北側のETFE膜は内側がフロスト加工されており、利用者のプラ
イバシーを確保しながら、日中は室内を明るい拡散光で満たす。 また夜間は
小叩きされたRC面を照らすLED照明によって、建物自体が港に置かれた
照明器具となる。半透明の膜は、対象をぎりぎりまで近接させると、その映
像を透過する性質がある。建物上部で小叩きしたRC面を膜面１0mmに
まで近接させることで、入港したフェリーに、高く伸びた小豆島石の矩形が正
対する。 （中山英之建築設計事務所　松本巨志）

自然換気を導く形がアートになった公共トイレ
石の島の石　　中山英之建築設計事務所
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主要用途／公共トイレ　運営／小豆島町　企画プロデュース／瀬戸内国際芸術祭 2016 小豆島町未来プロジェクト 　協賛／LIX IL　構造設計／満田衛資構造計画研究所　設備設計／環境エンジニアリング
照明設計／岡安泉照明設計事務所　施工／壷井工務店（建築）・渋谷水道（浄化槽）　構造・規模／壁式 RC造・地上1階　建築面積／25.95㎡
主な使用器具／大便器：C-P18PA，C-P16P（LIX IL），小便器：U-A51MP（LIX IL），洗面器：L-543FC，L-275FCR（LIX IL），多目的流し：S-206R（LIX IL），照明：LZY-91726XT(DA IKO)，浄化槽：
NK-96URⅡ-1A（ニッコー）　※コンクリートの粗骨材はすべて小豆島産花崗岩を使用　協力／木村生コン，田村石材　竣工／2016 年 8月　所在／香川県小豆郡小豆島町　写真提供／中山英之建築設計事務所


